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公 保 険
私 保 険

生命保険(業)

損害保険(業)

共 済

社会(政策)保険 経済政策保険

農業保険

森林火災保険

漁船保険

貿易保険

など

少額短期保険(業)

医療保障を重視した保険

医療保険
（健康保険、国民

健康保険 など）

介護保険

所得保障を重視した保険

年金保険
（国民年金、厚生

年金保険 など）

労働保険
（政府労災保険、

雇用保険）

全社が株式会社

株式会社または

相互会社（5社）

JA共済、全労済など

ぜんち共済など88社

１．保険の分類（公保険と私保険）
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生命保険

損害保険

第三分野

人の生存・死亡を対象（定額給付） ⇒ 生命保険の固有分野
【保険の例： 定期保険、養老保険、終身保険、年金保険など】

偶然な事故を対象（損害てん補） ⇒ 損害保険の固有分野
【保険の例： 火災保険、自動車保険、賠償責任保険など多数】

（損害保険でも生命保険でもない分野）

・ 傷害（※１）を対象にした保険の例 → 傷害保険

・ 疾病（※２）と傷害を対象にした保険の例 → 医療保険 ⇒

・ 介護を対象にした保険の例 → 介護保険

（※１） 傷害を被った結果の死亡を含む

（※２） 疾病を被った結果の死亡は、生命保険の「人の死亡」として区分される

損害保険会社と
生命保険会社で

扱い可能

１．保険の分類（損害保険と生命保険）
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・生命保険 ・・・ 人保険
・第三分野の保険 ・・・ 人保険

・損害保険

① 物保険 ・・・ 火災保険、自動車保険の車両保険など

・ 保険の目的物がある

② 責任保険 ・・・ 自動車保険の対人・対物賠償責任保険、施設管理者

賠償責任保険、個人賠償責任保険など

・ 被害者の存在

③ 費用保険 ・・・ 自動車保険の弁護士費用特約、地震火災費用保険、

医療費用保険など

④ 利益保険 ・・・ 火災保険の利益保険、食中毒利益保険など

・ 企業向け保険が対象

⑤ 保証保険・信用保険

・ 債権額・債務額を補償

（ ⑥ 傷害保険（第三分野の保険） ）

１．保険の分類（損害保険の分類）
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● 国内会社 ： 日本国内で設立され、営業免許を付与された保険会社

● 外国会社 ： 外国で設立され､日本国内での営業免許を付与された保険会社（ロイズを含む）

＜出典＞ 損保会社数：免許・登録会社一覧 （金融庁ホームページ）

●あいおいニッセイ同和損保●アイペット損保●朝日火災 ●アニコム損保
●イーデザイン損保 ●エイチ・エス損保 ●ＳＢＩ損保 ●ａｕ損保 ●共栄火災
●ジェイアイ ●セコム損害保険 ●セゾン自動車火災 ●ソニー損保
●損保ジャパン日本興亜 ●そんぽ２４ ●大同火災 ●東京海上日動 ●日新火災
●日立キャピタル損保 ●富士火災 ●三井住友海上●三井ダイレクト損保
●明治安田損保 ●トーア再保険 ●日本地震 ●アクサ損保

アリアンツ Chubb損保 AIU損保 アメリカンホーム医療・損保

●：日本損害保険協会会員会社 下線：外資系

元受・再保険業（28社）

再保険専業（2社）

元受・再保険業（1６社）

再保険専業（５社）

国内会社：30社
（2016年10月現在）

○アールジーエー・リインシュアランス ○ゼネラリ ○アシュアランスフォアニンゲン
○アトラディウス ○ＨＤＩ Global ○カーディフ・アシュアランス ○現代海上
○フランセーズ ○ソサイエティー・オブ・ロイズ ○ニューインディア
○ブリタニヤ・スティーム・シップ
○ザ・ノース・オブ・イングランド・プロテクティング・アンド・インデムニティー
○ジェネラル・リインシュアランス・エイジイ
○ユナイテッド・キングダム・ミューチュアル・スティーム・シップ
○スイス・リー・インターナショナル・エスイー
○スター・インデムニティ・アンド・ライアビリティ
○スイス・リインシュアランス・カンパニー・リミテッド ○チューリッヒ
○ トランスアトランティック・リインシュアランス ○ミュンヘン再保険
○ユーラー・ヘルメス

外国会社：21社
ロイズを含む

（2016年10月現在）

従業員数 （損保協会会員会社ベース）

９万１，７１１人
（2016年4月現在）

※外国損害保険協会

２．日本の損害保険会社



１．日本の国土の特徴を知っているか

○ 平地・平野は過去の大きな洪水（河川の氾濫）の繰り返しに
よって形成された

○ 人が住むのに適した土地は、国土全体のわずか６％
○ 山が多いということは、傾斜地が多く、河川は急流が多い。

土砂崩れが多いのも当然
○ 海抜、地盤、地形は命を守るための必須情報

・ 洪水 ・・・ 地形・海抜で被害が決まる
・ 高潮 ・・・ 誤解が多い、津波と被害規模は同じ
・ 地震 ・・・ 何故日本は地震が多いのか
・ 噴火 ・・・ 巨大（破局）噴火の被害規模は巨大地震の

比ではない
・ 津波 ・・・ 何故起こるのか

7

（参考）

２．地震をどこまで理解しているか

○ 地震発生のメカニズム
・ プレート型（海溝型）と内陸型（直下型・活断層型）
・ 周期はあるのか

○ 差し迫った大地震は何か
・ 行政はどのような想定をしている
・ 地震動予測地図とは

○ 噴火と地震の関係、噴火と津波の関係
○ 地震が引き起こす３つの被害と対策

・ 建物や家具の倒壊、土砂崩れ
・ 火災
・ 津波

8

（参考）
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出典：中央防災会議防災対策実行会議首都直下地震
対策検討ＷＧ（2013年12月）から
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① 火災

② 破裂・爆発

③ 外部からの物体の落下・飛来・衝突

④ 盗難

⑤ 騒擾（そうじょう）、集団行為等による破壊行為

⑥ 水濡れ

⑦ 落雷

⑧ 水災

⑨ 風災、雪災、ひょう災

⑩ 地震・噴火・津波 ⇒ 地震保険

⑪ その他不測かつ突発的な破損、汚損⇒火災保険の総合保険化
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３．マンションを取り巻くリスクーその１

人的災害

自然災害
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３．マンションを取り巻くリスクーその２

（１） 管理上の責任リスク
⑫ 外壁の落下

⑬ エレベーター・エスカレーター、自動ドアの事故

⑭ 給排水管から水漏れ事故

⑮ 電気設備・機械設備の事故

⑯ 洗面所での水の出しっぱなしによる階下戸室への漏水事故

⑰ ベランダから植木鉢を落として通行人がけが

（２） 建物の瑕疵リスク
⑱ 施工不良による瑕疵

⑲ 傾き、ひび割れ

（３） その他のリスク
⑳ 管理人が清掃中にけが ・・・ 労災類似リスク

㉑ 居住者がマンション内で強盗に遭いけが ・・・ 犯罪リスク

㉒ 管理会社が倒産した ・・・ 信用リスク

㉓ 管理組合役員が住人から名誉棄損で訴えられた
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４．リスクと損害保険
損害の種類 保険の種類 補償の概要

建物・付属設備の物的
損害

・ 専有部分

・ 共用部分

火災保険・・・火災総合保険、
建物総合保険、すまいの保険
など
火災保険・・・住まいの保険マ
ンション管理組合用など

地震を除き、前記①～⑪までを付けること
が可能

地震を除き、前記①～⑪までを付けること
が可能

第三者に対する賠償責
任損害（対人・対物）

・ 専有部分

・ 共用部分

個人賠償責任保険（特約）

施設管理賠償責任保険（特約）

日常生活に起因する賠償責任を補償
居住者の団体契約なら割安
マンションの設備等に起因する賠償責任を
補償

居住者・管理人のけが 傷害保険 死亡・後遺障害保険金、入院保険金など
を補償
居住者の団体契約なら割安

地震・噴火・津波による
建物・付属設備の損害

地震保険（法律に基づく保険）
全社同一内容

主要構造部（土台、柱、壁、屋根等）の損
害割合により、４区分の保険金を支払う。
限度額があり、損害を100％補償できない

※マンションの販売業者には、法律に基づき住宅の瑕疵を補償する「住宅瑕疵担保責任保険」等を
義務付けられている。また、修繕工事では「大規模修繕工事瑕疵保険」がある。
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５．マンション管理組合向け火災保険の商品例

基本的な補償内容は専有部分の火災保険と同じ。異なる点等
は以下のとおり

① 建物の共用部分のほか、共有の什器・備品などの動産
も一括して補償

② 水災補償はオプションとすることが可能な場合がある
③ 水漏れ事故の原因調査費用を補償
④ 共用部分の設備の電気的、機械的事故を特約で補償
⑤ 満期返れい金付きの積立保険も用意され、修繕費用の

積立手段として利用可能
⑥ 給排水管等のメンテナンスが良好な場合は割引制度が

ある場合がある
⑦ 管理組合役員向けの賠償責任保険が一部保険会社に

ある
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新潟地震を契機に、１９６６年（昭和４１年）６月「地震保険に関する法律」に基づき、
地震保険制度創設

（目的）

第一条 この法律は、保険会社等が負う地震保険責任を政府が再保険すること
により、地震保険の普及を図り、もつて地震等による被災者の生活の安定に寄与
することを目的とする。

地震保険で

補償される損害

「地震もしくは噴火また
はこれらによると津波」
を原因とする

火災、損壊、埋没、流失
＝

火災保険では、これらの損害は補償されない

６．地震保険の概要
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政府のバックアップ

一定規模以上の地震（保険金支払）が発生すると、政府も補償

【損害保険会社と政府の支払責任割合 －１地震あたり－】 （2016. 10. 19 改定）

1,153億円
11.3兆円1,827億円

損保の責任負担額 1,822億円

政府の責任負担額 11兆1,178億円
50%

約0.3%

【総支払限度額】 １地震あたり「11.3兆円」
※関東大震災クラスの地震でも超過しないように設定

万一、限度額超える場合は保険金削減の可能性あり

６．地震保険の概要
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地震保険の対象

■住宅 ■生活用動産

地震保険の契約方法

■火災保険とセットで契約（原則自動付帯）

■加入しない場合は、「地震保険ご確認欄」に押印

地震保険は
申し込みません

印
■火災保険の契約期間の途中からでも契約可能

６．地震保険の概要
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地震保険の保険金額（契約金額）

■火災保険の保険金額（契約金額）の30％～50％の範囲内で設定

■建物5,000万円（※）、生活用動産1,000万円が限度

（建物への契約例）

２，０００万円

火災保険
＋

（セット）

６００万円～
１，０００万円

地震保険

６．地震保険の概要

※ マンションの管理組合が契約する地震保険では、区分所有者ごとに、専有部分の
地震保険の保険金額と合算して5,000万円が限度



保険料の割引制度

建築年割引 1981年(昭和56年)6月1日以降に新築された建物

耐震等級割引
住宅性能表示制度における耐震等級（１～３等級）
に応じて

10、30、50％引き

免震建築物割引
住宅の品質確保の促進等に関する法律に基づく
免震建築物である場合

耐震診断割引
地方公共団体等による耐震診断または耐震改修
の結果、改正建築基準法における耐震基準を満
たす場合

■上記割引の重複適用はできない
■割引適用には、所定の確認資料の提出が必要

１０％引き

５０％引き

１０％引き
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６．地震保険の概要
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７．地震保険の特徴

（１）巨大損害となる可能性
〇 確率は低いがいったん発生すると巨額の損害が生じる

⇒ もともと保険制度になじみにくい
〇 保険会社の保険金支払いキャパシティーには限界がある

➀ 保険金額に限度額を設ける
② 保険会社のキャパシティー不足分を国が肩代わり（再保険）

⇒ 保険会社と国が共同運営

（２）一般的な損害てん補の商品ではない
〇 巨大損害が発生した場合に迅速に保険金を支払おうとすれば、査定は極力簡便

にすることが不可欠
〇 一方、火災保険に自動付帯で、かつ、保険金額は火災保険の50％以下に制限

されているので、結果、損害てん補を全うできない
〇 具体的には、損害区分を4区分で割り切り、定額的に保険金支払いを行う

（３）商品内容が法律に定められている
〇 保険の定義、保険の目的、てん補する損害と金額などが法定されている。
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８．地震保険の損害認定

（１）保険金支払いのトリガーは建物の損傷度合いで判断するが、
保険金を建物の修復に充てることを強制するものではない
⇒ 使い道は自由

（２）鉄筋コンクリ―ト造の建物では、まず、沈下と傾斜をみて、さら
にラーメン構造では柱とはり、壁式構造では外部耐力壁と外部
壁ばりの損傷度合いをみる

24

９．マンションの共用部分の地震保険

（２）地震保険の保険料例
〔前提〕
・東京都、イ構造（主としてコンクリート造、鉄骨造の建物）
・地震保険の保険金額は1億円
・地震保険割引10％を適用

年間保険料：203,000円
（居住用戸室の平均を50戸室と推定すると、１戸室あたり4,060円）

30年間累計保険料：約600万円
（居住用戸室の平均を50戸室と推定すると、１戸室あたり約12万円）

全損の場合の保険金（100％） 1億円
大半損の場合の保険金（60％） 6,000万円

小半損の場合の保険金（30％） 3,000万円
一部損の場合の保険金（5％） 500万円
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一部損

●3％未満

一部損に
至らず

（保険金の
お受取りなし）

25

９．マンションの共用部分の地震保険

（４）地震保険の損害認定の手順

＜エレベーターなどの付属設備が壊れたら地震保険金は受け取れるの？＞

■建物の保険金額には、門、塀、垣、エレベーター、給排水設備などの付属物の金額も含ま

れており、保険金はこの保険金額を限度にお支払いする。

■一方、損害査定においては、大震災発生時においても保険金を迅速・的確・公平にお支払

いするため、主要構造部（※）に着目して建物全体の損害を認定する。

※ 基礎・柱・壁・屋根など建築基準法施行令第1条第3号に掲げる構造耐力上主要

な部分をいう。

■主要構造部の損傷状況が一部損に至らない場合や門、塀、垣、エレベーター、受水

槽などの給排水設備等、主要構造部以外の付属設備のみが損傷した場合などは、保

険金は支払われない。

■ただし、実際にはエレベーターなどの付属物に損害が発生した場合には、建物の主要構
造部にも損害が発生している可能性が高い。
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＜マンションの損害認定はどのような方法で行うの？＞

マンションの損害認定は、「専有部分」「共用部分」について、以下のように損害を認定する。

①マンション１棟の建物全体が全損と認定された場合
⇒「専有部分」「共用部分」いずれも全損とみなす。

②マンション１棟の建物全体が大半損または小半損と認定された場合
⇒「専有部分」「共用部分」いずれも大半損または小半損とみなす。

ただし、「専有部分」については④に記載のとおり「全損」となることがあります。

③マンション１棟の建物全体が一部損と認定された場合
⇒「専有部分」「共用部分」いずれも一部損とみなす。

ただし、「専有部分」については④に記載のとおり「全損」、「大半損」または「小半損」
となることがある。

④マンション１棟全体が全損、半損または一部損に至らない場合
⇒「専有部分」「共用部分」いずれも無責となる。

ただし、「専有部分」が損害を被り、その損害がマンション１棟全体の被害の程度

より大きい場合は、「専有部分」について個別に「全損」「大半損」「小半損」「一部損」
の認定を行う。

（注）この「専有部分」の認定にあたっては、「主要構造部」とは「専有部分を構成している
床、天井、内壁、間仕切壁等の部分」と読み替える。
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地震動予測地図の見直しによる影響

＋２８％

区分細分化による料率引き下げ効果（▲９％）

＋１９％

段階改定の実施による料率引上げ幅の抑制

＋５．１％ 東京：イ構造+11.4%、ロ構造+11.3%  
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＜地震保険の保険料改定の流れ＞

※地震保険の保険料は、「損害保険料率算出機構」が法律に基づき算出

2017年1月実施



（注） 世帯加入率は、2016年1月1日時点の住民基本台帳に基づく世帯数を分母に、2015年12月末時点で
有効な地震保険契約の件数を分子として算出した値である。 （出典） 損害保険料率算出機構

北海道 22.8 東京 36.1 滋賀 26.4 香川 30.0

青森 19.7 神奈川 34.4 京都 28.2 愛媛 23.4

岩手 21.5 新潟 20.6 大阪 30.7 高知 25.2

宮城 51.5 富山 20.3 兵庫 25.6 福岡 32.8

秋田 20.2 石川 24.0 奈良 27.8 佐賀 19.2

山形 20.1 福井 25.4 和歌山 24.5 長崎 13.9

福島 28.0 山梨 30.2 鳥取 23.0 熊本 29.8

茨城 27.9 長野 19.3 島根 15.3 大分 23.1

栃木 26.5 岐阜 33.6 岡山 21.5 宮崎 24.5

群馬 20.3 静岡 29.7 広島 28.7 鹿児島 24.7

埼玉 30.6 愛知 39.4 山口 23.3 沖縄 14.3

千葉 32.9 三重 27.2 徳島 27.8 全国 29.5

地震保険 都道府県別世帯加入率（２０１５年度末データ、単位：％）
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（注） 付帯率は、当該年度中に契約された火災保険契約（住宅物件）に地震保険契約が付帯されている割合

である。 （出典） 損害保険料率算出機構

北海道 51.0 東京 56.8 滋賀 55.6 香川 66.3

青森 61.8 神奈川 58.2 京都 53.2 愛媛 63.9

岩手 66.8 新潟 62.4 大阪 57.5 高知 84.2

宮城 86.2 富山 51.2 兵庫 54.3 福岡 64.0

秋田 68.5 石川 53.4 奈良 61.7 佐賀 44.7

山形 60.9 福井 58.0 和歌山 59.3 長崎 39.2

福島 70.5 山梨 67.7 鳥取 64.2 熊本 63.8

茨城 60.5 長野 54.4 島根 55.5 大分 62.9

栃木 62.2 岐阜 73.1 岡山 53.6 宮崎 76.3

群馬 54.7 静岡 62.7 広島 65.7 鹿児島 73.0

埼玉 58.9 愛知 71.1 山口 57.6 沖縄 51.5

千葉 56.9 三重 64.8 徳島 72.4 全国 60.2

地震保険 都道府県別火災保険付帯率（２０１５年度末データ、単位：％）
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東日本大震災の保険金支払い実績

32
※ 損保協会発行日本の損害保険－ファクトブック2016から抜粋

過去の地震保険の保険金支払い
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10．おわりに

（１）大地震はいつ起こっても不思議ではない

（２）大地震への備えは、公助、共助、自助の組み合わせ

（３）地震保険は法律に基づいた公の制度

（４）地震保険の保険料は高いか？

（５）修繕積立金の残高はどのくらいあるか？


